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 荒川区市街地整備指導要綱 

平成 ９年 ９月 １日制定 

（９荒街都発第８７号） 

（ 助 役 決 定 ） 

平成３０年２月２８日一部改正 

（目的） 

第１条 この要綱は、荒川区（以下「区」という。）における市街地の秩序ある整備を促進するため、一定規模以

上の建築物の建設、周辺の市街地環境に影響を与える施設整備等に関し必要な事項を定めることにより、生活環

境の向上と公共公益施設等との調和を図り、もって「水とみどりと心ふれあう街 あらかわ」の推進に寄与する

ことを目的とする。 

（用語） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） ペット火葬施設等 次のいずれかに掲げる施設 

ア 犬、猫その他人に飼育されていた動物の死骸の火葬に要する焼却設備を有する施設（以下「火葬施設」と

いう。） 

イ 当該焼骨を埋葬する施設（以下「埋葬施設」という。） 

ウ 当該焼骨を納骨する設備を有する施設（以下「納骨施設」という。） 

（２） 移動火葬施設 犬、猫その他人に飼育されていた動物の死骸の火葬に要する焼却設備を搭載し、移動す

ることができる自動車等 

（３） 事業者 第３条に掲げる事業の事業主 

（４） 施行区域 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定に基づく手続を必要とする事業、

墓地及びペット火葬施設等にあってはその開発区域、建築物の建設にあってはその敷地、移動火葬施設にあっ

ては施設の外周から水平距離２メートルを加えた区域 

（５） 近隣関係住民 施行区域の敷地境界線から建築物の高さの２倍の水平距離（墓地、ペット火葬施設等及

び区長が特に必要と認める事業は１００メートル、その他建築物の計画が伴わない場合は１０メートルとす

る。）の範囲内に居住する者及び当該範囲内にある土地又は建築物に関して権利を有する者 

（６） 主要道路 施行区域に接する道路のうち幅員が最大のもの 

（７） 道路附属物 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条第２項に規定するもの 

（８） 緑地 事業者又はその継承者が自ら管理する植栽緑地、生けがき等 

（９） 公開広場 事業者又はその継承者が自ら管理する植栽地及び広場状空地を有した一団の土地で、一般に

開放するもの 

（１０） 延床面積 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第２条第１項第４号の延べ面積 

（１１） 建築物の高さ 建築基準法施行令第２条第１項第６号ロに規定する建築物の高さの算定方法のうち、 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５６条の２の場合によるもの 

２ 前項に掲げるもののほか、この要綱で使用する用語の意義は、建築基準法で使用する用語の例による。 

（対象事業） 

第３条 この要綱は、次に掲げる事業を対象とする。ただし、荒川区住宅等の建築に係る住環境の整備に関する条

例（平成１９年荒川区条例第２９号）の適用を受ける事業は、対象から除外する。 

（１） 都市計画法第２９条の規定に基づく手続を必要とする事業（同法第３４条の２の規定に基づく手続を必

要とする事業を含む。） 

（２） 延床面積１，０００平方メートル以上の建築物の建設事業 
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（３） 住戸（住室を含む。以下同じ。）の数が６以上の共同住宅、寄宿舎（住戸以外の部分が併設されるもの

を含む。）及び長屋の用途に供する建築物の建設事業 

（４） 墓地又は納骨堂の設置を行う事業 

（５） ペット火葬施設等の設置を行う事業 

（６） 移動火葬施設を使用する事業 

（７） その他区長が特に必要と認める事業 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、第１条の目的を達成するため、区の指導及び要請に協力するとともに当該事業の施行区域周辺

地区の良好な生活環境を保持し、住民の福祉の向上を中心とした街づくりに貢献しなければならない。 

（事前協議） 

第５条 事業者は、その事業の計画内容について事前申出書（第１号様式）を提出し、区長と協議するものとする。

ただし、第３条に掲げる事業のうち、既存事業の変更であって区長が認めたときはこの限りでない。 

２ 前項の計画内容で事前に協議を必要とする事項は、次のとおりとする。 

（１） 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）の趣旨に沿って、地方公共団体等が開発

事業用地を買い取ることの可能性 

（２） 国、東京都及び区において計画又は実施している都市計画関連事業との整合性 

（３） この要綱に定める近隣関係住民への説明、景観への配慮、道路の整備、緑地等の整備、建築物外壁の後

退、生活環境対策、駐車施設、駐輪施設、防災対策等 

（４） その他区長が特に必要と認める事項 

３ 事業者は、施設及び設備の設置について、電気、ガス、上下水道、消防、警察、郵便等の関係機関と事前に十

分協議調整するものとする。 

４ 事前申出書に添付する書類は、次に掲げる書類（第３条第３号に規定する事業であって、他の同条に掲げる事

業に該当しないもの（以下「共同住宅等建設事業」という。）の事業主にあっては、第１号、第３号、第４号及

び第１０号に規定する書類）とする。 

（１） 計画位置を示す案内図 

（２） 付近の状況を示す現況図 

（３） 施行区域を示す公図写及び敷地求積図 

（４） 計画の概要を示す土地利用計画図、配置図及び建築物設計図書 

（５） 前２項に関する協議結果を示す協議結果報告書（第４号様式） 

（６） 近隣関係住民との協議経過を示す近隣関係住民協議経過報告書（第５号様式） 

（７） 景観づくりの取組に関する景観チェックシート（第８号様式） 

（８） 防災に対する取組に関する防災対策チェックシート（第９号様式） 

（９） 環境への配慮に対する取組に関する建築物環境配慮チェックシート（第１０号様式） 

（１０） その他区長が必要と認め指示する書類 

５ 事前申出書及び添付書類の提出の時期は、遅くとも次のいずれかの行為を行おうとする日の２０日前まで（第

３条第６号に規定する事業であって、他の同条に掲げる事業に該当しないもの（以下「移動火葬施設使用事業」

という。）の事業主にあっては、当該事業の着手前まで）とし、提出部数は事業者が保管するものを含め３部（共

同住宅等建設事業又は移動火葬施設使用事業の事業主にあっては、２部）とする。この場合において、事前申出

書及び添付書類の正本は、Ａ４版ファイルにとじこむものとする。 

（１） 建築基準法第６条第１項に規定する確認の申請書の提出予定日 

（２） 建築基準法第６条の２第１項に規定する確認を受けるための書類の提出予定日 
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（３） 建築基準法第１８条第２項に規定する計画の通知をするための書類の提出予定日 

（４） 荒川区墓地等の構造設備及び管理の基準等に関する条例（平成２３年荒川区条例第３号）第４条第１項

に規定する経営の許可を受けるための書類の提出予定日 

（５） 事業の着手予定日 

６ 事業者（共同住宅等建設事業又は移動火葬施設使用事業の事業主を除く。）と区長は、協議で合意に達した場

合は、その合意事項について協定を締結し、協定書を各１通ずつ保有するものとする。 

７ 事業者は、対象事業の計画内容について変更する場合は、事前申出書（変更）（第２号様式）を提出するもの

とする。なお、添付する書類、提出部数等については、区の担当者と協議するものとする。 

８ 事業者は、対象事業の計画を取り下げる場合は、事前申出書（取下げ）（第３号様式）を提出するものとする。 

（近隣関係住民への説明） 

第６条 事業者（共同住宅等建設事業の事業主を除く。以下この条から第１０条まで、第１２条、第１４条、第１

５条、第１７条及び第２０条において同じ。）は、事業の計画内容についてあらかじめ近隣関係住民に説明又は

周知するものとする。ただし、法令等に基づき行われた説明会の内容が、周知事項を満たしていると区長が認め

たときはこの限りでない。 

２ 事業者は、近隣関係住民との協議経過について、第５条第４項第６号に掲げる近隣関係住民協議経過報告書を

作成し、区長に報告するものとする。 

３ 事業者は、事業による近隣に対する障害等について十分注意し、近隣関係住民等に悪影響を及ぼさないよう配

慮するものとする。 

４ 事業者は、事業によって生じた全ての紛争の解決について誠意をもって当たるものとする。 

（景観への配慮） 

第７条 事業者は、荒川区景観条例（平成２３年荒川区条例第３０号）及び荒川区景観計画に基づく景観形成基準

等を踏まえ、周辺環境との調和や景観への配慮など、良好な景観づくりに積極的に取り組むものとする。 

２ 事業者は、前項の規定による景観づくりへの取組について、第５条第４項第７号に規定する景観チェックシー

トを作成し、区長に提出するものとする。ただし、景観法（平成１６年法律第１１０号）第１６条第１項又は荒

川区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１３年荒川区条例第２５号）第１２条の規定の

適用を受ける事業については、この限りでない。 

（道路の整備） 

第８条 事業者は、次に掲げる基準により道路を整備するものとし、施行区域内に、都市計画道路及び区の道路計

画等がある場合は、その計画に適合させるものとする。 

（１） 施行区域面積が１，０００平方メートル未満の場合で、当該区域に接する道路が幅員４メートル未満の

道路については、道路中心線（建築基準法第４２条第２項に規定する道路の中心線をいう。以下この項におい

て同じ。）から２メートル以上の位置にＬ形側溝を設置し、後退用地（道路中心線から後退位置まで）等が一

体となるように拡幅整備をするものとし、拡幅整備する部分で区長と協議が整ったものについては、区に無償

譲渡等するものとする。 

（２） 施行区域面積が、１，０００平方メートル以上３，０００平方メートル未満の場合は、次の基準による。 

  ア 主要道路は、幅員６メートル以上に拡幅整備するものとする。 

  イ 交通量が集中又は増加する施設を設置する場合は、その施設の主出入口が接する道路の幅員をアの基準に

適合するよう整備するものとする。 

  ウ 主要道路以外で、施行区域に接する幅員４メートル未満の道路については、当該区域に接する他の道路に

その両端が有効に接続している場合は、区域側で有効幅員４メートル以上の位置にＬ形側溝を設置し、後退

用地（道路中心線から後退位置まで）等が一体となるように拡幅整備するものとする。ただし、これ以外の
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場合は道路中心線から２メートル以上拡幅整備するものとする。 

  エ ア、イ及びウの規定により拡幅整備する部分で、区長と協議の整ったものについては、区に無償譲渡等す

るものとする。 

（３） 施行区域面積が３，０００平方メートル以上の場合は次の基準による。 

  ア 主要道路は、幅員９メートル以上に拡幅整備するものとする。ただし、周囲の状況により交通上安全で支

障がない場合には、６メートル以上とすることができる。 

  イ 交通量が集中又は増加する施設を設置する場合は、その施設の主出入口が接する道路の幅員をアの基準に

適合するよう整備するものとする。 

  ウ 主要道路以外で、施行区域に接する幅員４メートル未満の道路については、当該区域に接する他の道路に

その両端が有効に接続している場合は、区域側で有効幅員４メートル以上に拡幅整備するものとする。ただ

し、これ以外の場合は道路中心線から２メートル以上の位置にＬ形側溝を設置し、後退用地（道路中心線か

ら後退位置まで）等が一体となるように拡幅整備するものとする。 

  エ ア、イ及びウの規定により拡幅整備する部分で、区長と協議の整ったものについては、区に無償譲渡等す

るものとする。 

２ 事業者は、道路の歩道と車道の分離が可能な場合は、原則として歩道を設置し、歩道の幅員が３メートル以上

の場合は、街路樹又は植樹帯を設置するものとする。 

３ 事業者は、区が管理している道路を拡幅する場合は、下水本管まで舗装の打ち替えを行うものとする。ただし、

横断勾配の変更を必要とする場合は、全幅員の打ち替えを行うものとする。 

４ 事業者は、必要に応じて道路に街路灯等の交通安全施設を設けるものとする。 

５ 道路及び交通安全施設の構造基準は、荒川区標準構造図集及び荒川区私道整備構造図によるものとする。 

６ 事業者は、区と協議の上、道路附属物に係る基準に従って道路附属物を設置し、設置後当該施設を管理する者

に引き継ぐものとする。 

７ 事業者は、周辺の道路に損傷を与えた場合は、当該道路を管理する者の指示により別途処理するものとする。 

８ 事業者は、電柱等道路占用物の移設又は新設が必要な場合は、電気、ガス、上下水道、警察、区等の関係機関

と協議するものとする。 

９ 事業者は、公共用地に接し、土地境界が未確定の場合には、公共用地境界確定申請を行い、各確定点には、区

支給の境界杭又は鋲を設置するものとする。 

１０ 事業者は、施行区域に接する道路の管理者が区以外の場合は、当該道路管理者と十分な協議を行い、その内

容を踏まえ、区と協議を行うものとする。 

（緑地等の整備） 

第９条 事業者は、次に掲げる基準により施行区域内に緑地、公開広場及び屋上緑化を整備するものとする。 

（１） 緑地、公開広場及び屋上緑化の面積は、施行区域面積に「表－１」の数値を乗じて得た面積とする。 

なお、墓地及び埋葬施設の緑地については、施行区域の境界に沿って配置するものとする。 

「表－１」施行区域面積別緑地、公開広場及び屋上緑化の割合 

施行区域面積（㎡） 緑地（％） 公開広場（％） 屋上緑化（％） 

 墓地及び埋葬施設 

1,000未満 08以上 20以上   10以上 

1,000以上3,000未満 10以上 20以上   20以上 

3,000以上 06以上 20以上 04以上 20以上 

                       ※屋上緑化の基準は、屋上の有効面積に占める割合 

（２） 施行区域の一部又は全部が商業地域及び近隣商業地域（以下「商業系地域」という。）にある場合で、
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「表－２」の条件に適合する緑地を設置したときは、緑地（屋上緑化は除く。）の面積を次のとおり緩和する

ことができる。ただし、墓地及び埋葬施設については適用しない。 

  ア 施行区域の全部が商業系地域にある場合は、施行区域面積に「表－１」の数値の２分の１を乗じて得た面

積とする。 

  イ 施行区域が商業系地域と他の用途地域にまたがる場合は次のａ及びｂを合わせた面積とする。 

   ａ 商業系地域については、その面積に「表－１」の数値の２分の１を乗じて得た面積とする。 

   ｂ その他の用途地域については、その面積に「表－１」の数値を乗じて得た面積とする。 

「表－２」緑地面積緩和の条件 

施行区域面積（㎡） 緩和の条件 

1,000未満 
緑地を商業系地域内で道路に接する長さの 

30％以上かつ10ｍ以上を道路に沿って設置する場合 

1,000以上3,000未満 
緑地を商業系地域内で道路に接する長さの 

30％以上かつ15ｍ以上を道路に沿って設置する場合 

２ 事業者は、緑地、公開広場及び屋上緑化の設計に当たっては、区が実施している水準と同等以上のものとし、

あらかじめ荒川区みどりの保護育成条例（昭和５５年荒川区条例第７号。以下「みどりの保護育成条例」という。）

第１９条に規定する緑化計画書を提出し、認定を受けるものとする。ただし、みどりの保護育成条例の適用を受

けない事業については、緑地等計画書（第１１号様式）を作成し、区長に提出するものとする。 

３ 事業者（その継承者を含む。次項において同じ。）は、定期的に除草、消毒、整枝、灌水、施肥、清掃等を適

切に実施し、良好な環境を保持するよう努めるものとする。 

４ 事業者は、施行区域内に現存する樹木の保護に努めるものとする。 

（建築物外壁の後退） 

第１０条 事業者は、その事業に係る建築物の地階を除く階数が５以上又は高さが１５メートル以上である場合は、

「表－３」の基準により建築物の外壁を敷地境界線から後退させるものとする。 

「表－３」敷地面積に対する外壁後退距離 

敷地面積（㎡） 
外壁後退距離（ｍ） 

敷地境界線 道路境界線 

1,000未満 有効0.5以上 

1,000以上 2,000未満  有効1.0以上 

有効1.0以上 2,000以上 3,000未満 有効1.5以上 

3,000以上 有効2.0以上 

２ 前項の規定にかかわらず、商業系の用途地域又は最低限高度地区に指定された区域その他区が不燃化を促進す

る区域については、同項の適用を除外することができるものとする。 

３ 敷地が２以上の用途地域等にわたる場合は、敷地の過半が属する地域によるものとする。 

（生活環境対策） 

第１１条 事業者は、次に掲げる生活環境対策（共同住宅等建設事業の事業主にあっては、第２号の生活環境対策）

を講じるものとする。 

（１） 施行区域周辺における囲障は、可能なかぎり生けがき、フェンス等とし、それ以外の場合は、植栽等に

より緑化可能な構造とする。 

（２） 施行区域内において発生する廃棄物及び再利用対象物の保管等について区と協議するとともに、荒川区

廃棄物の処理及び再利用に関する条例（平成１１年荒川区条例第２５号）に該当する施設は、あらかじめ届け

出るものとする。 
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（３） 防犯灯は、３ルクス以上の照度を確保し、人が認識できるよう、施設の入口付近等に必要に応じて設置

するものとする。 

（４） 墓地、納骨堂、ペット火葬施設等及び移動火葬施設については、別表に掲げる基準を遵守するものとす

る。 

（５） 施行区域の周辺に存在し、又は当該周辺において計画されている店舗又は工場等の施設への影響を考慮

するものとする。 

（６） 広告板を設置する場合は、東京都屋外広告物条例（昭和２４年東京都条例第１００号）を遵守するもの

とする。 

（駐車施設） 

第１２条 事業者は、公共施設、商業施設、娯楽施設その他の駐車需要を生じさせる施設を有する建築物の駐車施

設については、次に掲げる基準を確保するものとする。 

（１） 来客用の駐車施設は、その施設の来客数、建物用途、周辺状況等に応じて必要な台数を確保するものと

する。 

（２） 荷さばき又は従業員用等事業者が自らのため利用する駐車施設については、周辺交通への影響等を考慮

し、必要な台数を確保するものとする。 

２ 事業者は、前項に規定する建築物以外の建築物及び施設整備については、周辺交通への影響等を考慮し、その

事業計画等に応じた規模の駐車施設を設置するものとする。 

３ 前２項の駐車施設の１台当たりの規模は、幅２．３メートル以上、奥行５．０メートル以上とする。ただし、

特殊な装置を用いる駐車施設で有効に駐車のできる場合は、この限りでない。 

（駐輪施設） 

第１３条 事業者は、公共施設、商業施設、娯楽施設その他の自転車等の駐車需要を生じさせる施設のうち、荒川

区自転車等の放置防止及び自転車等駐車場の整備に関する条例（平成９年荒川区条例第４０号）に該当する施設

は、あらかじめ届け出るものとする。 

２ 事業者は、前項の届出を要しない建築物及び施設整備については、その事業計画等に応じた規模の駐輪施設を

設置するものとする。 

３ 共同住宅等建設事業の事業主は、その事業に係る建築物の住戸の数以上の台数の駐輪施設を設置するよう努め

るものとする。 

（防災対策） 

第１４条 事業者は、次に掲げる防災対策に積極的に取り組むものとする。 

（１） 第３条第２号に規定する事業については、「表－４」の基準により施行区域内に防火水槽（飲料用水槽

及び雨水貯水槽との併用型を含む。）を設置するものとする。 

「表－４」延床面積1,000平方メートル以上の建築物の防火水槽設置基準 

地階を除く延床面積（㎡） 水槽容量（t） 

 2,000未満 設置するよう努める 

2,000以上5,000未満 040以上 

5,000以上 100以上 

（２） 防火水槽の位置及び構造等については、消防署と協議し、消防水利施設構造基準（東京消防庁）に基づ

き整備するものとする。 

（３） 地階を除く階数が３以上の建築物を建設する事業については、落下物の防止に配慮するものとする。 

（４） 施行区域内の排水設備については、雨水等の排水によって周辺に溢水等による被害が生じないよう、ま

す、排水溝、透水性舗装その他の排水設備を整備するものとする。 
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（５） 地階を除く階数が５以上であり、かつ、延床面積が１，０００平方メートル以上である建築物の建築を

行う場合は、荒川区災害時地域貢献建築物認定制度実施要綱（平成２３年８月１日２３荒都都第３１９号）に

基づく災害時地域貢献建築物の認定について、区と協議するものとする。 

（６） 前各号に定めるもののほか、防災に対する取組について、第５条第４項第８号に規定する防災対策チェッ

クシートを作成し、区長に提出するものとする。 

（電波障害対策） 

第１５条 事業者は、当該事業に係る電波障害が発生した場合は、その障害を除去するための対策を講じなければ

ならない。 

２ 事業者は、地階を除く階数が５以上又は高さ１５メートル以上で、かつ、周囲の建物状況等から電波障害を生

ずるおそれがあると予測される建築物の建築を行う場合は、電波障害の予測調査を実施するものとする。 

３ 事業者は、第１項の電波障害対策を講じた場合には、対策を講じた区域の位置図及びその対策内容を完了後に

区に届け出るものとする。 

（工事中の危害防止） 

第１６条 事業者は、工事中の騒音、振動、粉じん、ばいじん、出入り車両による交通事故、路上汚損等の危害の

防止について十分に対策を講じなければならない。 

（設計上の配慮） 

第１７条 事業者は、高齢者及び障害者を含めた全ての人が安全、安心、快適に暮らし、訪れることができるまち

づくりを進めるため、ユニバーサルデザインの考え方に立って、東京都福祉のまちづくり条例・施設整備マニュ

アルに基づき、利用しやすい施設の整備を行うものとする。 

２ 事業者は、区が目指す低炭素地域づくりを進めるため、エネルギー使用の合理化、再生可能エネルギーの利用、

ヒートアイランド現象の緩和、資源の適正利用、環境保全等に積極的に取り組み、その環境への配慮項目につい

て、第５条第４項第９号に規定する建築物環境配慮チェックシートを作成し、区長に提出するものとする。 

３ 事業者は、当該建築物の敷地がスーパー堤防整備事業の範囲内にあるときには、区と協議し、スーパー堤防の

整備に協力するものとする。 

（管理者等の表示） 

第１８条 共同住宅等建設事業の事業主は、次に掲げる事項を記載した表示板を、建築物の出入口付近の壁等外部

から見やすい場所に設置するものとする。 

（１） 建築物の名称 

（２） 建築物の管理者の氏名（法人の場合は、当該法人の所在地及び名称） 

（３） 緊急時の連絡先 

（町会、自治会との協議） 

第１９条 事業者は、地域コミュニティの醸成のため、区及び既存の町会又は自治会と協議し、対象事業の新たな

住民等が町会又は自治会への加入等ができるよう、必要な協力を行うものとする。 

２ 事業者は、近隣関係住民と新たな住民等とが融和できるよう配慮するものとする。 

（土壌汚染対策） 

第２０条 事業者は、計画地の土壌が汚染されているおそれがある場合には、その有無を調査するとともに、その

処理について区と協議し、責任を持って解決するものとする。 

（文化財の保護） 

第２１条 事業者は、事業の計画及び実施に当たっては、文化財の保護に留意するものとする。 

２ 事業者は、事業施行中に埋蔵文化財等を発見した場合は、現状を変更することなく直ちに区に連絡し、その取

扱いについて協議するものとする。 
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（事務手続等） 

第２２条 事業者は、事業が完了したときは、完了届（第６号様式）（共同住宅等建設事業の事業主にあっては、

完了届並びに第１３条第３項の規定により駐輪施設を設置したこと及び第１８条の規定により表示板を設置し

たことを確認できる写真等）を速やかに区長に提出し、協議事項の履行について区の確認を受けなければならな

い。 

（適用除外） 

第２３条 他の法律又は国等の制度要綱に基づき行う事業については、第５条第６項の規定の適用を除外すること

ができるものとする。 

２ 国若しくは公共団体又は公的機関の行う事業については、第５条第６項の規定の適用を除外することができる

ものとする。 

３ 前２項に規定する事業を行う事業者は、適用の除外について申請の上、区長と協議するものとする。 

４ 区長は、協議の結果、第１項及び第２項の規定の適用を認めたとき､適用除外通知書（第７号様式）により事

業者に通知するものとする。 

   附 則 

１ この要綱は平成３０年３月１日から施行する。 

２ 改正後の第８条第５項、第１１条第５号並びに第１４条第４号及び第５号の規定は、改正後の第３条（第３号

を除く。）に掲げる事業であってこの要綱の施行の日以後に改正後の第５条第１項の規定による提出（改正後の

第３条第１号に規定する事業にあっては、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３２条第１項の同意の申

請）をするものについて適用し、改正前の第３条に掲げる事業であって同日前に改正前の第５条第１項の規定に

よる提出（改正前の第３条第１号に規定する事業にあっては、都市計画法第３２条第１項の同意の申請）をする

ものについては、なお従前の例による。 

３ 改正後の第５条（第６項を除く。）、第１１条第２号、第１３条第３項、第１６条、第１８条、第１９条、第

２１条及び第２２条の規定の適用については、改正後の第３条第３号に規定する事業であって平成３０年４月１

日以後に建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項に規定する確認の申請書の提出又は同法第６条

の２第１項に規定する確認を受けるための書類の提出（同法第８７条第１項においてこれらの規定を準用する場

合を含む。以下「確認申請等」という。）を行うものについて適用し、同号に規定する事業であって同日前に確

認申請等を行うものについては、適用しない。 

４ この要綱の施行の際、現に改正前の第２１条の規定により提出されている完了届又は改正前の第２２条第３項

の規定により提出されている申請書は、それぞれ改正後の第２２条の規定により提出された完了届又は改正後の

第２３条第３項の規定により提出された申請書とみなす。 
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別表 

 

共通事項 

（１）建築物等に設ける開口部、換気設備の排気口等は、隣地に対して臭気その他衛生上

支障を及ぼさない位置に設けること。 

（２）都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５ 

号）別表第１３に定める騒音及び振動、悪臭の規制基準に適合すること。 

（３）周辺の生活環境への影響を最小限に留めるよう、ごみ集積設備、給排水設備、便 

所、人溜まりスペース及び駐車場など、管理、運営に必要な施設を備えること。 

（４）施行区域外で、自動車が駐車若しくは旋回しない措置を講ずること。 

墓地・納骨堂の基

準 

（１）隣接地及び道路の境界から、墓石等が見通せない措置を講ずること。 

（２）来客用の駐車施設は、荒川区墓地等の構造設備及び管理の基準等に関する条例施 

行規則（平成２４年荒川区規則第１１号）に定める基準に適合すること。 

ペッ

ト火

葬施

設等

の基

準  

火葬施設 

（１）焼却設備の設置場所等 

 ア 建築物内に設置すること。 

 イ 外部から容易に火葬等の作業が見通せない措置を講ずること。 

（２）焼却設備の構造等 

 ア 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号）第１

条の７に規定する基準に適合すること。 

 イ 防じん及び防臭の十分な能力を有する装置を設けること。 

 ウ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則（平成１３年東京都規則第

３４号）別表第１６に定めるダイオキシン類及びばいじんの排出基準に適合するこ

と。 

（３）施設の管理等 

 ア 火葬施設内の臭気について脱臭対策を講じること。 

 イ ばいじんと臭気指数の測定を定期的に実施すること。 

埋葬施設・

納骨施設 

（１）動物の死骸を土中に葬る施設の設置でないこと。 

（２）隣接地及び道路の境界から、墓石等が見通せない措置を講ずること。 

移動火葬施設の基

準 

（１）焼却設備の構造等 

 ア 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第１条の７に規定する基準に適合す

ること。 

 イ 防じん及び防臭の十分な能力を有する装置を設けること。 

 ウ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則別表第１６に定めるダイ

オキシン類及びばいじんの排出基準に適合すること。 

（２）施設の管理等 

 ア 火葬施設の臭気について脱臭対策を講じること。 

 イ ばいじんと臭気指数の測定を定期的に実施すること。 

 ウ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例別表第１３に定める騒音及び振動、

悪臭の規制基準に適合すること。 

 


